
会 計 検 査 院

平成２６年度予算概算決定額の概要

会計検査院所管の平成２６年度予算概算決定額の総額は、１７，０４７百万円であり、

これは、前年度当初予算額１５，９２４百万円に対し、１，１２３百万円（７．１％）

の増額となっています。

（単位：百万円）

平成２５年度 平成２６年度 対 前 年 度 対前年度比率

組織 ・ 項 当初予算額 概算決定額 比較増△減

（Ａ） （Ｂ） （Ｂ－Ａ＝Ｃ） (Ｃ／Ａ)

％

(組織)会計検査院 １５，９２４ １７，０４７ １，１２３ ７．１

(項)会計検査院 １５，８８０ １６，９７７ １，０９７ ６．９

(項)会計検査院 ４４ ７０ ２６ ５８．５
施 設 費

（注）四捨五入の関係で、合計等は必ずしも一致しない。

会計検査院は、会計検査機能を充実強化する施策として、次の３項目を重点事項とし

ています。

１ 検査体制の充実強化

行財政の動向等に適切かつ機動的に対応した検査の充実を図るため、検査要員の増

員や機構の充実強化を図ります。

（１）検査要員の増員

原子力施策に関する検査、社会保障に関する検査、資産・剰余金等のストックに

関する検査、国民生活の安全性確保に関する検査、農林水産に関する検査、情報通

信（ＩＴ）分野に関する検査、環境保全・エネルギーに関する検査、ＰＦＩ事業等

に関する検査、融資関係業務に関する検査など増大する検査の需要に対応するなど

のため、また、民間人の視点を導入した検査のため、調査官及び一般職員１９人の

増員となっています。

(注)この他、定員合理化による削減 ２２人、アタッシェのための振替減 １人

（２）機構の充実強化

生活保護制度の検査を充実強化するため、第２局厚生労働検査第１課に専門調査

官を設置します。



２ 検査活動の充実強化

情報通信技術を活用した検査及び海外検査等に必要な経費として１，６５７百万円

（前年度比０．８％増）を計上しています。

① 検査旅費

国内における検査や在外公館の検査及びＯＤＡの現地調査等を実施するための旅

費として５４９百万円（前年度比１．０％増）を計上しています。

② 会計検査情報システム経費

最新の情報通信技術を積極的に活用した検査を実施するとともに、検査業務の効

率化及び事務処理の省力化・迅速化を図るため８７８百万円（前年度比０．８％増）

を計上しています。

③ 会計検査活動費

会計実地検査を厳正かつ円滑に実施するため、資料収集に必要な経費、実地検査

関係経費、検査報告印刷経費等として２３０百万円（前年度比０．０％増）を計上

しています。

３ 研究・研修体制の充実強化

検査活動に資する研究を推進するとともに、検査能力向上のための研修に必要な経

費として１６６百万円（前年度比１．１％減）を計上しています。


